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○地域枠医師の赴任等の取扱いについて 

１ 検討 

地域枠医師の養成の在り方について、平成24年 3月以降、「地域医療連携のための有識者会議」

において検討を行い、主要医療関係者間の合意形成を図った。 

＜地域医療連携のための有識者会議＞ 

構成メンバー 検討経過 検討内容 

名古屋大学副総長【座長】 

医学部を有する４大学病院長 

主な基幹的病院の長 

県医師会長 

県病院協会長、県公立病院会長

・H24.3.23、H24.7.5 

 H24.10.22、H25.2.6 

 H25.3.29、H26.3.24 

・義務年限内の取扱い 

・赴任先の対象となる医療機関 

・後期研修期間の位置付けと 

後期研修対象病院の設定 

・推奨すべき診療科 

２ 検討結果（有識者会議の決定事項：平成 25 年 3 月 29 日） 

１）義務年限内の取扱 

義務年限９年間のうち、臨床研修２年、キャリアアップのための研修期間（後期研修）２

年以内とし、５年以上赴任先病院へ赴任することとする。 

なお、赴任にあたっては、同一の病院での連続勤務期間が３年経過後、原則として異動の

対象とする。  

 （ 考え方 ）

○赴任先で活躍するためにも育成期間（後期研修）を設ける必要があるが、義務年限の１／２以

上の期間は医師不足へ疲弊する医療機関へ赴任させたい。

  ○地域枠医師の赴任の公平性を保つため、同一での病院での赴任期間を限定すべきである。

２）赴任先の対象となる医療機関 

県内の公的医療機関及び独立行政法人が開設する県内の医療機関から、対象先を選定する。

なお、特殊性の高い病院を除く。 

  ※対象先に独法立医療機関を含むには、条例改正が必要。 → H27.3 条例改正済み 

  （ 赴 任 先 対 象 の 選 定 の 原 則 ）

・原則として、内科系・外科系・麻酔科の医師数の合計が４０人以下であり、医師不足に

より救急医療の疲弊している医療機関とする。 

・小児科については、小児救急医療を充実させるため、小児科医（常勤）が１人以上５人

以下の医療機関とする。 

・産婦人科については、分娩に十分対応できる体制を構築するため、産婦人科医（常勤）

２人以上５人以下の医療機関とする。 

（ 考え方 ）

○政策医療（救急医療等）に取り組み、医師不足による疲弊が著しい医療機関へ赴任させたい。

○診療科により活躍できる病院の形態が異なることから、診療科ごとに赴任先となる医療機関を

選定する必要がある。

３）後期研修 

  県内の公的医療機関及び独立行政法人が開設する県内の医療機関から、地域枠医師が選択で

きる。なお、県内の大学病院も可とする。 

（後期研修の開始は臨床研修終了後２年以内に限定） 

※臨床研修との継続も認められる。

（ 考え方 ）

○臨床研修直後に赴任した後、後期研修を取得する場合もあるため、後期研修の取得時期につい

ては柔軟性が必要。

○症例数もあり指導者も豊富な大学病院を後期研修の対象先として含めることが適切であると

考える。

４）推奨すべき診療科  

地域枠医師に望む診療科は下記のとおりとする。 

・ 内科系（内科、総合内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、神経内科） 

・ 外科系（外科、消化器外科、整形外科） 

・ 救急科     ・麻酔科   

・ 小児科     ・産婦人科 

  平成２８年度に運営委員会にて総合診療（科）を追加 

 （ 考え方 ）地域医療・救急医療の確保の充実を図るために必要とされる診療科を優先する。

５）参考（各々の期間と対象となる医療機関のまとめ） 

期 間 対 象 医 療 機 関  

義

務

内

臨床研修 ２年 県内臨床研修病院 

後期研修 ２年以内 
県内の公的医療機関及び独立行政法人が開設

する県内の医療機関、県内の大学病院 

赴任先での勤務 ５年以上 

県内の公的医療機関及び独立行政法人が開設

する県内の医療機関のうち県が指定する医療

機関（赴任にあたっては、同一の病院での連

続勤務期間が３年経過後、原則として異動の

対象とする。） 

計 ９年 

義
務
外

義務年限にあてはまらない

研修・研究等の期間 
３年以内 指定なし 

参考２－３

小児科・産婦人科の診療に従事す

る意思を有する医学生について

は貸与額の加算あり。



○地域枠医師の義務年限中モデルキャリアパス（基本例）

１０年

（Ａ）

●早い時期から医師が不足する地域の病院で幅広い診療能力を身につけ、専門医（後期）研修を挟まず、引き続き医師が不足する地域の医療に貢献する（９年で義務終了）。

（B）

●キャリアアップのための専門医（後期）研修を臨床研修に引き続き設定することにより、診療能力に厚みを持たせた上で医師が不足する地域の医療に貢献する。

（C）

●早い時期から医師が不足する地域の病院で幅広い診療能力を身につけると同時に、医師が不足する地域の医療に貢献する。

（説　明）

■　臨床研修病院　・　・　・　・　・　 県内臨床研修病院

■　専門医（後期）研修病院　・　・　県内の公的医療機関及び独立行政法人が開設する県内の医療機関、県内の大学病院

■　赴任先病院 　・　・　・　・　・　・　県内の公的医療機関及び独立行政法人が開設する県内の医療機関のうち、知事がそれぞれ指定する医療機関

□　推奨診療科　 ・　・　・　・　・　・

臨床研修病院
専門医（後期）研修病院

［うち２年間を義務年限に算入］
赴任先病院　① 赴任先病院　②

臨床研修病院 赴任先病院　①
専門医（後期）研修病院

［うち２年間を義務年限に算入］
赴任先病院　②

７年 ８年 ９年

臨床研修病院 赴任先病院　① 赴任先病院　② 赴任先病院　③

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

○内科系（内科、総合内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、神経内科）

○外科系（外科、消化器外科、整形外科）

○救急科・麻酔科

○小児科

○産婦人科

○総合診療科



○愛知県地域医療確保修学資金貸与条例 

愛知県地域医療確保修学資金貸与条例 

平成二十年三月二十五日 

条例第三号 

改正 平成二一年 三月二七日条例第二一号 平成二七年 三月二四日条例第二五号  

   平成二八年 七月 八日条例第四五号    

愛知県地域医療確保修学資金貸与条例をここに公布する。 

愛知県地域医療確保修学資金貸与条例 

（趣旨） 

第一条 この条例は、医学を専攻する者であって、将来、県内の医師の確保が困難な地域に所在する

公的医療機関（医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十一条に規定する公的医療機関（独立

行政法人労働者健康安全機構、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能推進機構及

び国立研究開発法人国立長寿医療研究センターが開設する病院を含む。）をいう。以下同じ。）に

おいて医師の業務に従事しようとするものに対して貸与する修学資金に関する事項を定めるものと

する。 

一部改正〔平成二七年条例二五号・二八年四五号〕 

（地域医療確保修学資金） 

第二条 知事は、県内に所在する大学（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定す

る大学をいう。以下同じ。）の医学を履修する課程に在学している者であって、将来、県内の医師

の確保が困難な地域に所在する公的医療機関のうち知事が指定するもの（以下「指定医療機関」と

いう。）において医師の業務に従事しようとするものの申請により、その者に地域医療確保修学資

金（以下「修学資金」という。）を貸与する旨の契約を結ぶことができる。 

（修学資金の貸与額） 

第三条 修学資金の貸与額は、一月につき十五万円（大学に入学（編入学及び転入学を除く。）をし

た日の属する年度にあっては、十七万五千円）とする。 

２ 知事は、修学資金の貸与を受ける者が、大学の第五学年又は第六学年に在学している者であって、

将来、指定医療機関において小児科又は産婦人科の診療業務に従事する意思を有すると認められる

ものである場合には、一月につき前項の額に五万円以内で知事が定める額を加算することができる。 

（貸与の期間及び方法） 

第四条 修学資金の貸与期間は、第二条の規定による契約に定められた月から、大学の医学を履修す

る課程を卒業する日の属する月までの間とする。 

２ 修学資金の貸与方法は、規則で定める。 

（修学資金の総額） 

第五条 知事は、第二条の規定により修学資金を貸与する旨の契約を結ぶ場合には、当該年度におい

て結ばれる契約に基づいて貸与すべき修学資金の総額が予算で定める金額を超えることとならない

ようにしなければならない。 

（保証人） 

第六条 修学資金の貸与を受けようとする者は、規則で定めるところにより、保証人を立てなければ

ならない。 

２ 前項の保証人は、修学資金の貸与を受けた者と連帯して債務を負担するものとする。 

（貸与契約の解除並びに貸与の休止及び保留） 

第七条 知事は、第二条の規定による契約の相手方（以下「修学生」という。）が次の各号のいずれ

かに該当するに至った場合には、その契約を解除するものとする。 

一 退学したとき。 

二 心身の故障のため修学の見込みがなくなったと認められるとき。 

三 学業成績が著しく不良となったと認められるとき。 

四 修学資金の貸与を受けることを辞退したとき。 

五 死亡したとき。 

六 その他修学資金の貸与の目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。 

２ 知事は、修学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた日

の属する月の翌月分から復学した日の属する月の分まで修学資金の貸与を行わないものとする。こ

の場合において、これらの月の分として既に貸与された修学資金があるときは、その修学資金は、

当該修学生が復学した日の属する月の翌月以後の分として貸与されたものとみなす。 

３ 知事は、修学生が同一学年を重ねて履修するときは、その間、修学資金の貸与を行わないものと

する。ただし、前年度以前の同一学年において修学資金の貸与を受けなかった期間がある場合にお

けるその期間に相当する期間については、この限りでない。 

４ 知事は、修学生が正当な理由がなくて第十四条に規定する学業成績証明書又は健康診断書を提出

しない場合には、修学資金の貸与を一時保留することができる。 

一部改正〔平成二七年条例二五号〕 

（返還の債務の当然免除） 

第八条 知事は、修学資金（第三条第二項の規定により加算された額に係るものを除く。以下この条

から第十二条までにおいて同じ。）の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当するに至った場

合には、修学資金の返還の債務を免除するものとする。 

一 医師免許取得後、直ちに県内において医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第十六条の二第

一項に規定する臨床研修（以下「臨床研修」という。）を開始し、かつ、二年（次項第二号に掲

げる理由により臨床研修を受けることができない期間があるときは、当該期間を除き、二年。第

十条第一項第四号において同じ。）で当該臨床研修を修了し、当該臨床研修修了後、直ちに指定

医療機関に勤務し、かつ、引き続き指定医療機関において診療業務に従事した場合において、当

該臨床研修の期間とその引き続く診療業務に従事した期間とを合算した期間（以下「診療業務等

従事期間」という。）が、修学資金の貸与を受けた期間（前条第二項及び第三項の規定により貸

与されなかった修学資金に係る期間を除く。）の二分の三に相当する期間（一年未満の端数が生

じたときは、切り上げる。）（四年に満たないときは、四年とする。以下「返還債務免除期間」

という。）に達したとき。ただし、大学の医学を履修する課程を卒業した日から起算して二年以

内に医師免許を取得した場合に限る。 

二 診療業務等従事期間の途中で、業務上の理由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障の

ため業務を継続することができなくなったとき。 

２ 修学資金の貸与を受けた者が、臨床研修修了後、次に掲げる理由により、直ちに指定医療機関に

勤務しなかった場合において、当該理由がなくなった後、直ちに指定医療機関に勤務したときは、

その者は、臨床研修修了後、直ちに指定医療機関に勤務した者とみなして、前項の規定を適用する。 

一 知事が承認した三年以内の医療に関する専門的な研修を受けること。 

二 病気、負傷等知事がやむを得ないと認める理由 

３ 修学資金の貸与を受けた者が、診療業務等従事期間が返還債務免除期間に達する前に、前項各号

に掲げる理由により、指定医療機関に勤務しなくなった場合において、当該理由がなくなった後、

直ちに指定医療機関に勤務し、かつ、指定医療機関において診療業務に従事したときは、先の診療

業務に従事した期間と後の診療業務に従事した期間は引き続いたものとみなして、第一項の規定を

適用する。 

４ 修学資金の貸与を受けた者が、第二項第一号に規定する研修のうち特定の診療科について標準的

な診療能力を習得するために受けるものとして知事が指定するものを、臨床研修を修了した日の属

する月の翌月から起算して二年（同項第二号に掲げる理由により当該研修を開始することができな

い期間があるときは、当該期間を除き、二年）以内に開始し、かつ、修了したときは、当該研修を

受けた期間のうち二年の期間を診療業務等従事期間とみなして、第一項の規定を適用する。 

一部改正〔平成二一年条例二一号・二七年二五号〕 

参考２－４



（返還の債務の裁量免除） 

第九条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が、指定医療機関において診療業務に従事した場合にお

いて、その者の診療業務等従事期間が返還債務免除期間に達しなかったときは、規則で定めるとこ

ろにより、修学資金の返還の債務の一部を免除することができる。 

２ 知事は、修学資金の貸与を受けた者が、死亡（前条第一項第二号に規定する業務上の理由による

ものを除く。）その他やむを得ない理由により修学資金を返還することが困難であると認められる

ときは、修学資金の返還の債務の全部又は一部を免除することができる。 

一部改正〔平成二七年条例二五号〕 

（返還） 

第十条 修学資金の貸与を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、その理由

の生じた日から起算して一月以内（次条の規定により返還の債務の履行が猶予されたときは、一月

と当該猶予された期間とを合算した期間内）に、貸与を受けた修学資金の全額に利息を付してこれ

を返還しなければならない。 

一 第七条第一項の規定により第二条の規定による契約が解除されたとき。 

二 大学の医学を履修する課程を卒業した日から起算して二年以内に医師免許を取得しなかったと

き。 

三 医師免許取得後、直ちに県内において臨床研修を開始しなかったとき。 

四 二年で臨床研修を修了しなかったとき（第八条第一項第二号に該当するときを除く。）。 

五 臨床研修修了後、直ちに指定医療機関に勤務しなかったとき（第八条第二項各号に掲げる理由

によるときを除く。）。 

六 臨床研修修了後、第八条第二項各号に掲げる理由により、直ちに指定医療機関に勤務しなかっ

た場合において、当該理由がなくなった後、直ちに指定医療機関に勤務しなかったとき。 

七 診療業務等従事期間が返還債務免除期間に達する前に、指定医療機関に勤務しなくなったとき

（第八条第一項第二号に該当するとき及び同条第二項各号に掲げる理由によるときを除く。）。 

八 診療業務等従事期間が返還債務免除期間に達する前に、第八条第二項各号に掲げる理由により、

指定医療機関に勤務しなくなった場合において、当該理由がなくなった後、直ちに指定医療機関

に勤務しなかったとき。 

九 大学の医学を履修する課程を卒業した後、死亡したとき（第八条第一項第二号に該当するとき

を除く。）。 

２ 前項の利息の額は、貸与を受けた各月分の修学資金の額につき、当該貸与を受けた日の翌日から

同項各号に掲げる理由が生じた日までの期間の日数に応じ、年十パーセントの割合で計算した額と

する。 

３ 前項の規定により計算した利息の額に百円未満の端数があるとき、又はその全額が百円未満であ

るときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

一部改正〔平成二一年条例二一号・二七年二五号〕 

（返還の猶予） 

第十一条 知事は、前条第一項の規定により修学資金の返還の債務を履行すべき者が次の各号のいず

れかに該当する場合には、当該各号に掲げる理由が継続する間、当該債務の履行を猶予することが

できる。 

一 第七条第一項の規定により第二条の規定による契約が解除された後も、引き続き大学の医学を

履修する課程に在学しているとき。 

二 災害、病気その他やむを得ない理由により修学資金を返還することが困難であると認められる

とき。 

（延滞利息） 

第十二条 修学資金の貸与を受けた者は、正当な理由がなくて修学資金を返還すべき日までにこれを

返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間の日数に応じ、返還すべ

き額（千円未満の端数金額及び千円未満の金額は、切り捨てる。）に年十四・五パーセントの割合

で計算した延滞利息を支払わなければならない。 

２ 第十条第三項の規定は、前項の規定により計算した延滞利息の額について準用する。 

（加算額に係る修学資金についての準用） 

第十三条 第八条から前条までの規定は、修学資金のうち第三条第二項の規定により加算された額に

係るものについて準用する。この場合において、第八条第一項中「を除く。以下」とあるのは「に

限る。第一号を除き、以下」と、同項第一号及び同条第三項中「診療業務に」とあるのは「小児科

又は産婦人科の診療業務に」と、同条第四項中「特定の診療科」とあるのは「小児科又は産婦人科」

と、第九条第一項中「診療業務に」とあるのは「小児科又は産婦人科の診療業務に」と、第十条第

一項第五号中「指定医療機関に勤務しなかった」とあるのは「、指定医療機関に勤務せず、又は指

定医療機関において小児科若しくは産婦人科の診療業務に従事しなかった」と、「よる」とあるの

は「より指定医療機関に勤務しなかった」と、同項第六号中「指定医療機関に勤務しなかったとき」

とあるのは「、指定医療機関に勤務せず、又は指定医療機関において小児科若しくは産婦人科の診

療業務に従事しなかったとき」と、同項第七号中「勤務しなくなった」とあるのは「勤務しなくな

り、又は指定医療機関において小児科若しくは産婦人科の診療業務に従事しなくなった」と、「よ

る」とあるのは「より指定医療機関に勤務しなくなった」と、同項第八号中「指定医療機関に勤務

しなかった」とあるのは「、指定医療機関に勤務せず、又は指定医療機関において小児科若しくは

産婦人科の診療業務に従事しなかった」と読み替えるものとする。 

一部改正〔平成二七年条例二五号〕 

（学業成績証明書等の提出） 

第十四条 修学生は、規則で定めるところにより、学業成績証明書及び健康診断書を知事に提出しな

ければならない。 

（期間の計算） 

第十五条 この条例に規定する期間の計算については、規則で定める。 

（規則への委任） 

第十六条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十年四月一日から施行する。 

（愛知県へき地勤務医師等確保修学資金貸与条例の廃止） 

２ 愛知県へき地勤務医師等確保修学資金貸与条例（昭和四十九年愛知県条例第四十六号）は、廃止

する。 

附 則（平成二十一年三月二十七日条例第二十一号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十七年三月二十四日条例第二十五号） 

この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十八年七月八日条例第四十五号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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愛知県の公衆衛生医師の状況 

平成２９年４月１日時点  １７名

 勤務先  県庁（４名）及び県保健所（１３名、１２保健所）

 ＜年齢構成＞

参考２－５ 

人数

年齢


